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パーパスおよびビジョン

Purpose
分断なき持続可能な社会を実現

するための手段を提供する。

Vision
人を幸せにする評価と教育で、
幸せを作る人、をつくる。
人にとって正しく評価されるということは、自己肯定の種であり、その種は一生育ち続けます。自己肯定は、自己成長の
源泉です。
自分を肯定できる。それを励みにもっと成長する。そんな人が増えればきっと、世の中はもっとハッピーになると、信じ
ています。
IGSは、ビジョンとテクノロジーで、評価と教育の未来を、切り開いていく会社です。
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■ フランス留学時代、学力以外の様々な能力を重視し、他者からの多面的・公平な評価を
受ける教育が、個人の能力を花開かせることに気付く

■ 日本の教育システムを変えようと、2010年に創業
■ 多面的な能力を公平に評価する「GROW」を2016年に開発

創業の原点：代表福原の留学経験

学力重視

「認知能力」を重視
（IQや成績など数値化できる知的能力）

主観的・一面的な評価

学力以外の能力も重視

「非認知能力」を重視
（やりぬく力や人と関わる力など、可視化
が容易ではない能力）

他者による多面的な評価

日本 フランス
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■ 子どもから大人まで一貫した軸で測定した公平な人材評価データをもとに、教育や
組織開発、人的資本経営まで幅広く支援

事業コンセプト

教育事業 HR事業

プラットフォーム/Web3事業

人材評価
データ

教育
コンテンツ

データ
利活用

対象

当社
サービス

幼少期 小学校 中学校 高等学校
大学・
専門学校

社会人 シニア

非認知能力の評価

非認知能力の育成

能力の評価と分析

Dx人材育成・組織開発

Web3技術を活用した人材育成の連帯貢献システム
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■ 人材の特性や能力を、気質×コンピテンシー×スキルで可視化する人材評価システム
■ 内側に行くほど開発困難。自身の行動特性や客観的な評価を知ることで人生が豊かに

人材評価システム-GROWとは

気質

コンピテンシー*

スキル*

【気質】

潜在意識まで分析
可能な診断ゲーム

【コンピテンシー】

【スキル】
ESCO基準*

スキルマップに
即したスキル評価

*コンピテンシー：グローバルに活躍できる人材の行動特性
*スキルは企業内利用限定

AIを活用した
360度評価
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*European Skills, Competences, Qualifications and 
Occupationsの略称。職業、スキル、資格を整理し、標準化
するための多言語分類体系



気質診断：BIG5に基づく分析

一般的傾向 病理的傾向（リスク顕在化）

■ BIG5と呼ばれる最も代表的なパーソナリティ理論に基づいて気質診断を実施

■ パーソナリティの対立軸に優劣はありませんが、傾向が強く出過ぎた時のリスクや、
自身の気質から生じやすい行動特性を理解することが大切とされる

積極的・活動的、行動量が多い 無謀な行動をする

控えめ、大きな変化のない環境を望む 臆病になり行動が遅れがちになる

親和性があり、他者と協調する 依存的、集団埋没的になる

個性が強く、独自性を前面に出す 敵意を示し、自閉的になる

目的合理的で意志が強い 仕事中毒、脅迫的になる

あるがままで、こだわりが少ない 無為怠惰になる、反社会的になる

危険に対して敏感、危険を回避する 感情的に不安定、神経症になる

危機があっても動じず、情動安定 感情麻痺、人の感情に鈍感

遊び心があり、経験や知識を広げる 妄想的、逸脱的になる

堅実で、地に足の着いた行動をする 平凡、権威主義的になる

外向性

内向性

開放性

保守性

繊細性

平穏性

協調性

独立性

自律性

自由性
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GROWコンピテンシー測定：25項目で測定

■ 東京大学中原淳研究室（当時）とコンピテンシー、フレームワークを共同開発。コン
ピテンシースコアは360度評価での他者評価を元に算出

分類 コンピテンシー 説明

認知

課題設定 状況を把握し問題と原因を見つける

解決意向 課題を解決するための計画・方法を立案する

論理的思考 物事を深く考える

疑う力 他者の意見を鵜呑みにせず、建設的な反論する

創造性 自分だけのアイデアを出す

自己

個人的実行力 何事にも進んで自ら取り組む

内的価値 自分の価値観で物事を判断する

ヴィジョン 未来の目標を明確に持つ

自己効力 自分に自信を持ち物事を進める

成長 難題も自身の成長のために取り組む

決断力 自分の考えと客観的な事実を照らし合わせて物事を決める

耐性 困難な状況でも決めたことをやりぬく

感情コントロール 負荷のかかる状況でもストレスをコントロールする

興味 知らない分野の情報を積極的に収集する

他者

表現力 相手が理解しやすいように物事を伝える

柔軟性 物事の進め方を適宜変更しながらコントロールする

共感・傾聴力 相手の話を真剣に聴き、理解する努力を怠らない

寛容 考えや意見の異なる相手を受け入れる

外交性 知らない環境の中でも自ら飛び込む

影響力の行使 他者に考えを伝え共に仕事を進める

情熱・宣教力 情熱をもって自分の考えを他者に納得させる

コミュニティ

組織へのコミットメント 組織の目的や目標のために真剣に働く

組織への働きかけ チームワークを高めるための前向きな雰囲気を作る

地球市民 世界の一員としての意識を持つ

誠実さ 正しい行いをするように他者に働きかける
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フィードバックレポート（イメージ）

伸ばしやすいコンピテンシー

自己他者乖離（コンピテンシー）
自己評価と他者評価の

違いを可視化

コンピテンシー（他者評価）の
スコアと社内平均との比較

BIG５に基づく気質診断
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成果に直結する指標設計×テクノロジーに基づいた精確な測定×人材データの専門家による分析で、
企業価値向上につながるHRを実現

IGSの独自メソッド

11

「能力（ハードスキル・ソフトスキル）」を、

組織の状況とグローバル基準（※）とを組み合わせ特定

人材データに特化したデータ分析チーム
による分析と考察

※ESCO（欧州の労働市場における職種、スキル、行動特性を定義・分類したもの）を採用©2024 Institution for a Global Society株式会社



人的資本
経営

組織開発

人事・人材施策

GROWの活用シーン（企業）

■ GROWを利用した企業経営に直結する人的資本経営支援
■ 「GROW360」社員・採用候補者の気質・コンピテンシー・スキルを360度評価
■ 「DxGROW」DX人材育成・組織開発を評価と教育の両面から支援

スクリーニングの精度向上／
採用基準の分析・構築／

採用候補者のエンゲージメント強化

育成項目の検討／
育成対象者の発見／
育成施策の効果測定

より精緻な360度評価の実現／
人材の知識・スキル以外での能力評価／

キャリア自律の促進

採用 人材育成

人材評価
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人材施策への適切な投資判断
投資家への戦略的な情報開示



GROW導入エンタープライズ企業からの評価ポイント
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評価基準と
結果の信頼性

データの収集と
分析・活用

システム機能性と
サポート

● 恣意的な回答を排除する、信頼性の高い気質診断
● 評価者によるブレを補正する、360度評価を実現
● OECD定義に基づいた、ユニバーサルディクショナリを採用
● 全階層同一スキームでデータ取得可能な、ルーブリクスを実装

● 人的資本経営の土台となる、社員の能力データを取得可能
● 採用／育成／評価／配置など、すべての人事施策で活用実績あり
● 社員の育成を支援する、評価結果のフィードバック支援
● 取得した能力データを施策に反映するための、分析・コンサルティング支援

● リアルタイムでの進捗管理や結果確認が可能なDashBoard
● 社員数万名規模の集中アクセスにも耐えうる基盤
● 要望機能のスピード開発と高頻度のバージョンアップ
● 基幹システムへの柔軟なデータ連携支援
● 初めてのデータ取得を円滑に進めるための導入支援
● 事務局負荷を減らし、結果精度を高めるための運用支援
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■ タレントマネジメントに積極的に取り組む企業を中心に、幅広い業界・業種の日本を代
表する企業での利用実績を有する

HR事業：取引先（一部）
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標準化

機会拡充

業務改善

■ 生成AIの急速な普及による非認知能力評価への世界的な注目
■ 「Ai GROW」360度コンピテンシー評価と気質診断による人材評価
■ 「GROW Academy」生徒のコンピテンシーを伸ばすためのコンテンツや指導などの

フレームワーク

GROWの活用シーン（教育機関）

クラスごとの特徴の把握や目的に
応じたグルーピング提案

学ぶこと・働くことの意義や役割
の理解、多様性の理解、将来設計、
選択、行動と改善等を促す

汎用スキルの可視化

クラスマネジメントキャリア教育

多様な他者と対話・協働するために必
要な、自己の強みと課題を客観的に把
握し、自分と他者の違いを認識する
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非認知能力のグローバルスタンダードの確立



Ai GROW導入校からの評価ポイント

16

評価および
フィードバック

データの収集と
活用

教育活動
支援機能

● 学習者の特性把握を早期に実現する気質診断

● 生徒の成長を多面的に捉える360°評価

● フィードバック機能を改善し続ける高頻度のDashBoard改修

● 大学入試改革にも対応した学習評価を可能にするフィードバック機能

● 多くの文部科学省事業の指定校も効果検証に活用する信頼性の高いデータ

● 各種教育プログラムの成果を定量的に示すデータ
● 効果検証に使える信頼性の高いデータ

● 所見提案機能で教員の働き方改革と学校教育DX化に貢献

● 統計の知識なく簡単な操作でさまざまな分析が可能なDashBoard

● あらゆる学校や教育活動のニーズに対応可能な豊富な計測項目

● 学校のニーズに寄り添ったコンサルティングとサポート

● 最適なグルーピングを提案するクラスマネジメント機能
● 学校・教員のインサイトを理解した手厚い導入及び活用支援
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・国内では小学校から全国約240校、19自治体で導入（2024年３月末時点）

特に、文部科学省指定校や、入学後に学力を伸ばすと定評のある学校での導入が進む。

ここを起点に全国の学校・自治体への波及が期待できる。

・海外ではグローバルサウス中心に４カ国での実証導入

教育事業：Ai GROW導入実績
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文部科学省
スーパーサイエンス
ハイスクール 指定校*

文部科学省
新時代に対応した高等学校
改革推進事業 指定校*

中高一貫校レバレッジ度*
総合ランキング 上位校

25%

ーーーーーーーーーーー各カテゴリーにおいてAi GROWを導入している割合ーーーーーーーーーー

40%50%
プログラム教育効果を定量化

*理数系教育の充実と科学技術人材の育
成を目的として文部科学省が指定

ランキングTOP20校が導入

*週刊ダイヤモンド（2024年4/6,13号）
中高一貫校レバレッジ度ランキング

プログラム教育効果を定量化

*21世紀に求められる教育改革を推進
するために文部科学省が指定
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■ 独自開発の評価システム「GROW」による人材評価データを起点とし、HRTech・
EdTech・Blockchainの3領域で事業・サービス展開するテックカンパニー

３つの事業セグメント

HRTech EDTech BC

科学的な人の評価
時代の潮流に合わせた

人材育成

多様な評価に応じた
個別化教育

個人情報を保護した上で
個人の多様なデータを利活用

（Blockchain基盤を活用）

対企業 対教育機関
個人と教育機関

を連携

HR事業 教育事業
プラットフォーム

/Web3事業
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事業系統図

■ 直接の顧客は主に企業・学校・教育委員会・自治体であり、当社のサービスの最終ユーザー
は企業の社員や採用候補者、学校の生徒など

■ to C向けのビジネスでは、育成サービスやNFT（Non-Fungible Token)を直接個人向けに提供

当社

to Bビジネス

● 顧客企業の社員や
採用候補者

● 顧客学校の生徒
● 顧客企業の保護者
● 顧客自治体の住民
など

ＨＲ事業

教育事業

評価データの取得

各サービスの対価

評価データを活用
した各種サービス

評価システム
教育コンテンツ
研修サービス等

to Bビジネス

● 企業
● 学校
● 自治体
● 教育委員会
など

顧客 最終ユーザー

to Cビジネス

● スキルアップを目指す個人
● 人的資本に関心のあるNFT購入者
など

ＨＲ事業

教育事業

各サービスの対価

PF/Web3事業
評価データを活用
した各種サービス

©2024 Institution for a Global Society株式会社
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評価データの取得



DX支援に加え、人的資本評価・開示支援への戦略移行：顧客数増×単価増
■ 昨今の人的資本経営の流れから、人的資本モデル（コンピテンシーやスキルの可視化）に注力して

おり、投資家向けの説明会やPR会社との連携により、人的資本に対する啓蒙活動を強化。
■ 上記の結果、既存顧客の満足度の高さもトリガーとなり、人的資本研究会の参画企業が昨年度9社

から、３月末現在で33社へ大幅に増加し、顧客数は期末時点で過去最多となった。
■ 顧客単価は、2022年３月期以降、リーズナブルな人的資本理論の実証化研究会への参画企業が

大幅に増えたため、若干低下している。

HR事業ハイライト

©2024 Institution for a Global Society株式会社 21

顧客数推移（通期累計）

今年度累計

79社

前年度累計

前々年累計

65社

62社

顧客単価推移（単位：千円）



■ 顧客のビジネス戦略に不可欠な人材と能力を定量化し、グローバルな基準で比較可能なス
キル定義方法を構築。

■ 人的資本の第一人者と当社が有する人材・金融分野の知見をもとに、「人的資本理論の実
証化研究会」を設置。大手企業と共に、人的資本理論のデファクト化に取り組んでいる。

■ サービスの組み合わせ次第で、幅広い協業先と提携が可能な点がユニーク。

HR事業における当社の強み

IGS

• バイアス補正による公平な人材評価データを既に100万人分以上保有
• カスタマイズの排除（標準化）により、容易に企業や業界横断の比較

が可能
• 国内のみならず海外でも同一基準でデータを取得しており、グローバ

ル比較も可能
• 人的資本経営実現に向けたデータの構築に加え、経済理論に基づく分

析やコンサルティングまで一気通貫で提供

差別化ポイント

・業種/業界/国や地域を問わず
同じ基準（標準化）

・人的資本が企業価値に与える
影響を投資家目線で研究 スチュ
ワードシップ研究会で の登壇や、
機関投資家からの 勉強会引き合
い多数

・提供サービスの組み合わせを
変えることで、幅広い協業先 と
提携が可能

©2024 Institution for a Global Society株式会社 22

人事コンサルティング

課題
能力データの取得

タレントマネジメント

課題
カスタマイズ・個別最適により標
準化や横比較が困難



■提携内容
・三井住友信託銀行の取引先企業に対して、IGSのGROW360による能力の可視化・分析サ

ービスの提供
・取引先企業のニーズをもとに、新たなソリューションの検討
・人的資本に関する共同セミナーの実施

三井住友信託銀行との業務提携について

23©2024 Institution for a Global Society株式会社
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・人材アセスメントのグローバル市場は2031年までに約4兆7千億円に成長すると予測。
・国内においても、人的資本開示の義務化や働き方の多様化を背景に、自社の個々の
従業員が持つスキルを詳細に把握するための取り組みが加速。

CAGR
9.4%

出所：ITR「ITR Market View:人材管理市場2022」を元に当社が作成 出所：Business Research INSIGHTS「タイプ別の人材アセスメント市場規模」を元に当社が作成

HR事業：外部環境



人的資本経営の取り組み状況

25

■ 昨年に比べ、人的資本経営の取り組みに対する重要性の認識が急激に拡大。
■ 当社のメイン顧客である1,000名以上の企業においては、取り組みに対する支援サービ

スに対するニーズが増加すると予測。

出所：HR総研「人的資本経営・開示の現状」に関するアンケート2023 結果報告

「人的資本経営」
の重視度（昨年比較）

企業規模別
「人的資本経営」

の取組み状況

©2024 Institution for a Global Society株式会社



■ HRテクノロジー市場は大きく、順調に拡大推移。

HR事業：マーケットポテンシャル

TAM*

日本の一社あたり教育研修費7,083万円 (注1)

×年商100億円以上の企業14,630社 (注2)

1.0兆円

SAM*

サービス平均単価510万円 (注3)

×従業員1,000人以上の企業数4,042社 (注4)

200億円

＊TAM：Total Addressable Marketの略称。当社が想定する最大の市場規模
＊SAM：Serviceable Available Marketの略称。当社サービスが獲得しうると当社が想定する

市場規模
出所：
注1 教育研修費：教育研修費用の実態調査（産労総合研究所、 2022年度）
注2 年商100憶円以上の企業数：リスクモンスター企業件数集計（2019年6月）
注3サービス単価 HR事業 23/3期実績。海外顧客を含まない。事業部売上高÷顧客数で算定
注4 常用雇用者規模1,000人以上の企業数：令和３年経済センサス（総務省）

CAGR
21.4%

出所：野村総合研究所「ITナビゲーター2022年版」
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CAGR
21.4%



既存商品によるストック収益を積み上げ、協業により積極的に海外展開
■ 顧客数は期末時点で過去最多、導入校数も順調に増加。背景には、販売代理店との契約数を増加さ

せ、地方での営業力強化を行っている影響もある。
■ Ai GROWは、全プロダクトの中で一番導入校数が多い。初年度は限定的に導入され、その有用性

が認識され2年目で導入範囲が広がり、1校当たりの単価が拡大（右図参照）。
■ 株式会社JTBとの共同開発による「J‘s GROW」の提供を開始、今年度は計画通りに進捗。
■ ADB（アジア開発銀行）との連携でアジア地域での非認知能力に関する共同研究を行い、またヤ

マハ株式会社との連携により、国外市場において「Ai GROW」を採用いただいた。
■ 大手企業と連携し、既存プロダクトの簡易版を製造、市場への普及を目指す。

教育事業ハイライト
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顧客数推移、【】内はAi GROW顧客数

今年度累計

370 *校

前年度累計

前々年度累計

324校

335校

＊対象期間内に売上を計上した顧客数をサービス別でカウントし合算した延べ数。

Ai GROW継続導入による１校単価の上昇

＊前年度からの継続導入校の、1校当たりの単価を比較。

【245校】

【219校】

【176校】

（円）



■ 学習指導要領＋社会人データ分析をもとに、実社会での活躍を見据えた能力を可視化。
■ 多言語対応により、地域を問わず受検が可能。
■ 教員のニーズに合わせ、多様な視点からデータ解釈を提供する管理画面。
■ 学習コンテンツ提供会社、学習支援クラウドシステム等と幅広い提携が可能。

教育事業における当社の強み
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IGS

• 学習指導要領のグローバル社会で活躍している人材の行動特性をもと
に受検だけではなく、実社会での活躍を見据えた評価やフィードバッ
クが可能

• 国内のみならず海外でも同一基準でデータを取得しており、グローバ
ル比較も可能

• 教員のニーズを徹底的に調査し、データ活用を支援するための充実し
た管理画面

差別化ポイント

・国や地域を問わず同じ基準
(標準化)

・国際機関や研究機関からも選
ばれる品質でのデータ取得と
分析

・提供サービスの組み合わせを
変えることで、幅広い協業先学習支援システム

課題
• 学力以外の能力データの取得

学習コンテンツ

課題
• 学習成果の可視化のための

客観的な評価指標の作成。



教育事業：外部環境

■ 学習指導要領改訂、生成AIの急速な普及を受けたあるべき学びの再評価による非認知
能力重視の流れは追い風

■ 大学入試においても、偏差値以外の軸で評価し入学を審査する傾向が高まっている

新学習指導要領＊で非認知能力がより重要視されるよ
うになる

認知能力 非認知能力

IQや成績など
数値化できる知的能力

やりぬく力や人と
関わる力などの可視化が

容易ではない能力

学びを人生や社会に生かそうとする
学びに向かう力・人間性等の涵養

生きて働く
知識・技能の習得

未知の状況にも対応できる
思考力・判断力・表現力

等の育成

■非認知能力

＊小学校：2020年度~ 中学校：2021年度~ 高等学校：2022年度~

非認知能力とは

新学習指導要領の3本柱

学習指導要領の改訂 入学者選抜実施状況

一般入試が減少し、学力以外の評価による入学が増加

出所：入学者選抜実施状況（文部科学省）を元に当社が作成
その他（専門高校・総合学科卒業生入試、社会人入試、帰国子女・中国引揚者等子女
入試など）は除く©2024 Institution for a Global Society株式会社 29

国公立 私学



■ EdTech市場は外部環境の追い風を受け順調に拡大。

教育事業：マーケットポテンシャル

TAM*

日本の教育支出（初等～高等）13.7兆円 (注1)

×教員への報酬以外の比率17.3%  (注2)

2.4兆円

SAM*

サービス平均単価 84万円 (注3)

×全国の中学校・高等学校数15,128校 (注4)

127億円

出所：野村総合研究所 「ITナビゲーター2022年版」

＊TAM：Total Addressable Marketの略称。当社が想定する最大の市場規模
＊SAM：Serviceable Available Marketの略称。当社サービスが獲得しうると当社が想定する市場規模
注1 日本の教育支出：日本の実質GDP 528兆円×GDPに占める教育支出の割合（Primary, secondary and 
post-secondary non-tertiary）2.6%により算出。支出割合は、Education at a Glance (2020年版、
OECD)より。データは2017年。
注2 Education at a Glance (2020年版、OECD)より。データは2017年。
注3サービス単価 教育事業 23/3期実績。未来の教室を除く売上高÷顧客数（サービス別でカウントし合算
した延べ数、未来の教室除く）で算定
注4 学校基本調査（文部科学省、令和４年度）。中学校・義務教育学校・高等学校・中等教育学校・高等専
門学校の合計校数

CAGR
5.2%
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CAGR
5.2%



■ ブロックチェーンを利用した、無償の学びと転職支援を一体化したサービス
「ONGAESHI」を2023年10月にスタート。国内市場においては、タレントのリスキリ
ングと転職を支援することで収益を生み出す。

■ 第４四半期にて、ONGAESHIのプラットフォームシステムをシンガポール法人へと売却。
ONGAESHIプロジェクトはグローバルにおける教育機会格差を減少させるDAOコミュニ
ティの設立とそれに伴うIEOを目的としており、双方を実現させる可能性のあるシンガ
ポール法人がシステム購入を希望したため、今回の売却に至った。

■ ONGAESHI Corporation について、当初は外部からの資金調達により、連結子会社か
らの除外及び当該法人へのシステム売却を想定していたが、上記の通り、本プロジェク
トの枠組みを変更したことにより、連結決算を継続することとなった。

新規事業ハイライト
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タレント

収益①
NFT販売

スポンサー 企業

データサイエンス講座
ビジネスプランナー講座

Python講座
Aidemy講座（外部連携）

ONGAEASHI

IGS

レンタル 受講 採用

収益②紹介手数料

日本国内におけるONGAESHIのスキーム



政府の先駆的な政策と合致し、2つの実証事業に採択
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令和4年度補正Trusted Web*の実現に向けた
ユースケース実証事業（デジタル庁）

*特定のサービスに過度に依存せずに、データ自体とのやり取り
を検証できる領域を拡大し、Trustを向上する仕組み

「国際間の教育拡充と労働市場の流動性を高める
信頼ネットワーク構築」の実証

・欧州や中東で標準化が進む職種ごとのスキル
定義（ESCO）を応用した教育成果の評価

・ブロックチェーンと国際的な分散データ基盤上
への暗号分割格納技術の応用

・秘密計算技術による個人情報保護規制への対応

令和4年度補正予算 リスキリングを通じた
キャリアアップ支援事業（経済産業省）

ONGAESHI事業の将来性が求められ、２つの実証で採択。政府の支援を追い風に、早期収益化を図る。

専門家に
キャリア

相談

リスキリング
講座

転職
支援

キャリアチェンジまで一貫支援



■ONGAESHIは、Web3.0ベースの人材育成の連帯貢献システム

■リスキルを通じたキャリアアップ意欲の高い転職潜在層に無償の教育機会を提供

■個人情報保護を担保＋個人や企業による人的資本投資の機運を盛り上げる

ONGAESHIプロジェクト概要
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■ ターゲット領域の視点では、新卒採用領域の1,200億円及び中途採用領域の6,000億円。
■ ブロックチェーン技術を活用したサービス市場はCAGR80％超の成長が予想される。

ブロックチェーン × 人材領域：マーケットポテンシャル

中途採用領域 6,000億円

新卒採用領域1,200億円

注1 ⽮野経済研究所『新卒採用支援サービス市場に関する調査（2022年）2022年3月15日発表』における2021年度見込値1,231億円
注2 シード・プランニング『転職サービスの利用動向と市場規模予測』（http://www.seedplanning.co.jp /press/2019/2019082001.html）における2021年度予測値。
注3 ⽮野経済研究所『人材ビジネス市場に関する調査（2021年）2021年10月26日発表』における2021年度見込値8兆6,410億円、 主要3業界(人材派遣業、人材紹介業、再就職支援業)の合算値。
右図：⽮野経済研究所「国内ブロックチェーン活用サービス市場規模推移予測（2021年）」

すべての人材サービス 8.6兆円

(注1)

(注2)

(注3)

CAGR
86.6%

人材領域の市場規模
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CAGR
86.6%



財務情報



◼ HR事業は、人的資本研究会の拡大により顧客数は増加したが、顧客単価はやや減少。
◼ 教育事業では、Ai GROWを中心に顧客数は増加したが、顧客単価はやや減少。

KPIハイライト

＊HR事業：売上CAGRおよび顧客数の算定には、海外顧客を含まない。顧客あたり収益は、事業部売上高÷顧客数で算定
＊教育事業：顧客数はサービス別でカウントし合算した延べ数。経済産業省「未来の教室」事業は除外。顧客あたり収益は、未来の教室を除く売上高÷顧客数で算定
＊ユーザー数＝登録アカウント数

HR事業 教育事業
売上CAGR

18/3期～23/3期実績 18/3期～24/3期実績 18/3期～23/3期実績 18/3期～24/3期実績

33％ 29％ 36％ 29％

顧客数
23/3期実績 24/3期実績 23/3期実績 24/3期実績

62社 79社 335校 370校

顧客あたり収益（顧客単価）*
23/3期実績 24/3期実績 23/3期実績 24/3期実績

510万円 433万円 84万円 80万円

ユーザー数*
GROW360 Ai GROW

2023年3月末時点 2024年3月末時点 2023年3月末時点 2024年3月末時点

77.5万人 83.8万人 15.9万人 24.1万人
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損益計算書
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＊ 前期比は、前期が個別決算であったため、個別実績を開示し比較を行っている。

■ 売上高について、既存事業は概ね計画通りに進捗し、新規事業のシステム売却
も完了したため、計画比プラスで着地。

■ 営業利益及び当期純利益について、新規事業のサービスローンチの遅れに伴う
研究開発費の増加により、計画比未達だが、ブレイクイーブンの水準で着地。

（単位：千円）

2023年3月期

個別実績

2024年3月期

連結実績

2024年3月期

個別実績

2024年3月期

個別計画
前期比 計画比

売上高 668,135 916,955 920,915 913,049 +37.8% +0.9%

売上原価 195,137 345,199 345,199 339,038 +76.9% +1.8%

売上総利益 472,997 571,756 575,716 574,012 +21.7% +0.3%

販管費 553,702 593,423 579,241 557,654 +4.6% +3.9%

営業利益 △80,704 △21,667 △3,525 16,357 - -

当期純利益 △125,401 △21,171 △3,029 14,067 - -



売上原価、販管費明細
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＊ 前期比は、前期が個別決算であったため、個別実績を開示し比較を行っている。

（単位：千円）

2023年3月期

個別実績

2024年3月期

連結実績

2024年3月期

個別実績
前期比

売上原価 195,137 345,199 345,199 +76.9%

労務費 90,842 215,816 215,816 +137.6%

減価償却費 23,535 4,657 4,657 -80.2%

外注費 58,920 87,442 87,442 +48.4%

その他 21,839 35,551 35,551 +62.8%

販売費及び一般管理費 553,702 593,423 579,241 +4.6%

人件費 254,729 187,764 186,564 -26.8%

研究開発費 113,552 158,390 158,390 +39.5%

支払報酬（採用費含む） 87,757 113,706 100,724 +14.8%

広告宣伝費・販売促進費 15,310 24,345 24,345 +59.0%

その他 82,352 109,215 109,215 +32.6%



■ 2024年３月期に組織改編を行い、人件費に関しては、原価と販管費の区分が変更とな
ったため、販管費の人件費は減少。

■ 一方で、人員数は、今後の成長を見据えて増加。

販売費及び一般管理費と従業員数の推移

＊1 正社員＋契約社員（役員除く）
＊2 2024年３月期に組織改編を行い、人員区分の集計方法を変更したため、2023年３月期以前は

合計社員数のみ開示。
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35百万円

2025年３月期損益計画

1,050百万円

2025年3月期計画

2025年3月期計画

©2024 Institution for a Global Society株式会社 40

916百万円

2024年３月期実績

△21百万円

売上高

当期
純利益
又は
純損失

2024年3月期実績

*2025年３月期において連結決算を継続する予定であるため、2024年３月期実績は連結決算における数字を記載し、比較している。

既存事業（HR・教
育）の安定的な成長
と、新規事業（プラ
ットフォーム
/Web3）の早期収益
化を図り、事業拡大
することで前期比増
を見込む。

上記の通り、既存２
事業での利益成長に
加え、新規事業の貢
献により、当期純利
益は35百万円を見込
む。

前期比+14.6%



2025年３月期セグメント別計画

通期売上高

©2024 Institution for a Global Society株式会社 41

通期売上高

373百万円

294百万円342百万円

2025
年3月
期業績
予想

2024
年3月
期実績

教育HR

前期比+24.3% 前期比+26.9%

・HR・教育
事業は堅
調な成長
により売
上増を見
込む。

・PF事業は前
期のシステ
ム売却によ
る売上比率
が高く、前
期比マイナ
スであるが、
国内事業は
大幅に成長
する見込み。

425百万円

通期売上高
通期売上高

通期売上高

プラットフォ
ーム/Web3

251百万円

280百万円

前期比微減

通期売上高

*2025年３月期において連結決算を継続する予定であるため、2024年３月期実績は連結決算における数字を記載し、比較している。



1. 会社概要

2. 人材評価システム
「GROW」とは

3. ビジネスモデル

－HR事業

－教育事業

－Web3事業

4. 成長戦略

5. リスク情報

6. 補足資料
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成長戦略ロードマップ

43

HR事業

教育事業

PF/Web3事業

3事業を組み合わせたグローバル展開 売
上

安
定
成
長

拡
大

市場拡大戦略:
・グローバルサウス展開の実現
・PF/Web３事業におけるビジネスモデル拡張

顧客基盤の拡充:
・クロスセリングとアップセリング戦略
・パートナーシップと連携

技術革新:
・DIDによる教育や職歴履歴の活用

売上収益 成長率

30％台

平均営業利益率

25%以上

成長戦略 経営目標

企業価値向上のための人的資本経営支援

教育評価と教員の働き方改革支援

金融技術を利用した人材育成支援

Beyond 

Education 

Company

評価×教育×金融で

世界中に教育を届ける
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３事業を組み合わせたグローバル展開

44

人的資本
標準化スキルマップ

スキルアップに即した
教育及びアセスメント

学修履歴と
スキルレベルの記録

国際機関 教育会社 国際的に人的投資
を実施する民間企業

HR事業領域 HR・教育事業領域 PF /Web3事業領域

パートナ
ー

事業
領域

国際機関等と連携し,グローバルサウスと日本を繋ぐ評価×教育×金融の
持続可能な次世代人材育成基盤を作る事業を

IGSの３事業の連携により推進

©2024 Institution for a Global Society株式会社



■ 戦略ごとの取り組み詳細は下記の通り

成長戦略の進捗状況について

©2024 Institution for a Global Society株式会社 45

顧客基盤の拡充 取り組み 進捗状況

HR事業（国内）

・「人的資本理論の実証化研究会」
・開拓経路多角化のための協業の関係強化
・人事のサポート→経営のサポートに対応するプロダ

クトやサービスの提供

・2024年度の人的資本理論の実証化研究会には、2023年度から継続される企業に
加えて新規企業も参画予定

・三井住友信託銀行との業務提携により、同企業の顧客に提案を実施
・生成AIを活用したグローバル基準のスキルマップ作成及び、スキルマップに即

したアセスメントや分析を可能にするプロダクトや独自メソッドを構築

教育事業（国内）

・開拓経路多角化のための協業や販売代理店との関係
強化

・経産省や文科省の実証事業
・顧客ニーズ反映に迅速に対応する開発体制

・JTBをはじめ、複数社と販売代理を含む協業契約を締結
・経産省の補助金申請や生成AIの活用を活用する文科省公募案件の決定、加えて、

DXハイスクール指定校への提案を実施中
・教員からの要望実装に対し、月1回以上のアップデートを実施

市場拡大 取り組み 進捗状況

グローバルサウス展開の
実現

・国際機関やグローバル企業/一橋・慶應大学と人的
資本領域のインパクト投資フレームの構築

・海外展開を支援する公募や補助金の活用
・海外パートナーとの連携

・国際機関や金融機関/一橋・慶應大と連携したインパクト投資フレーム構築
・公募への応募や利用可能な補助金申請の準備中
・アジア開発銀行やヤマハ株式会社との複数国での研究プロジェクトや実証事業

を開始
・アジア複数国の教育機関や企業とのパートナーシップ推進中

PF/Web３事業における
ビジネスモデル拡張

・BtoBによる新たな人材育成モデルの推進
・地方自治体と連携した人材育成モデルの推進
・Web3新規事業立ち上げ支援サービスの提供
・BE社への出資及び匿名組合出資による海外展開支

援（将来的なIEOによるメリットも視野に）

・従来のデジタル人材育成モデルのPDCAの高速化に加え、BtoBモデルについて
商談を開始

・生駒市とのプロジェクト開始。他自治体への展開を推進中
・特定の企業に対する支援サービスを開始
・出資と共に、相互に効果的な協働マーケティング施策を推進（IEOを視野）

技術革新 取り組み 進捗状況

個人の職歴や学修歴を
管理・活用する仕組み
（ブロックチェーン）

・個人の学修歴や職歴情報を安全に管理し活用するた
めのDID技術の構築

・秘密計算やゼロ知識証明の活用

・2023年度デジタル庁実証事業採択（秘密計算）
・専門人材の確保
・開発スケジュール及び方法に関して検討を進めている



1. 会社概要

2. 人材評価システム
「GROW」とは

3. ビジネスモデル

－HR事業

－教育事業

－Web3事業

4. 成長戦略

5. リスク情報

6. 補足資料
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主なリスク及び対応策

WEB３関連
市場について

情報管理体制に
ついて

主なリスク 対応策

暗号資産やWEB３に関連する各国の規制が大幅に変更
となり、その変化に対応できない場合、当社の事業及び
業績に影響を与える可能性があります。

個人情報の漏洩や不正利用等の事態が生じた場合、取引
先からの契約の解除や損害賠償の請求、当社や当社のサ
ービスに対する信頼性の低下等により、当社の事業及び
業績に影響を及ぼす可能性があります。

システム障害に
ついて

発生可能性 影響度

中期 大

幅広い関係者とのネットワークを通じた
情報収集や専門家との連携により、規制
変更に迅速かつ柔軟に対応できる体制に
整備に努めております。

中期 大

当社の事業は、サービスの基盤をインターネット通信網
に依存しており、自然災害や停電、事故、アクセスの増
加による負荷増大、外部からの不正アクセスによる犯罪
などによって、当社のサーバが停止し、サービス提供に
支障が出る場合 には当社の事業及び業績に影響を及ぼ
す可能性があります。

短期 大

当社では、法令に従い個人情報の管理を
行うとともに、ISMS及びプライバシーマ
ークの認証を取得しております。今後も
定期的に個人情報の取り扱い状況を点検
し、業務フローの改善に引き続き努めて
まいります。

定期的なシステムのバックアップを実施
するとともに、外部のデータセンターを
利用することでセキュリティ強化や安定
的なシステム運用ができるような体制の
構築に努めております。

業績の季節偏重
について

HR事業では、顧客企業の事業年度末に１年の報告・完
了が求められる案件が多いこと、予算執行や採用スケジ
ュールの都合により、売上計上時期が３月に偏重する傾
向があります。教育事業においては、主に自治体・国・
国際機関などとのプロジェクトは事業年度末に報告や完
了が求められるため、売上計上時期もしくは検収時期が
３月に偏重する傾向があります。

中期 中

HR事業は組織開発・人事戦略などで期中
での支援を増加し、教育事業ではサービ
ス利用校を通年で拡大することや、民間
企業からの受託による売上計上の分散に
努めております。

＊なお、各項目の詳細及びその他のリスクについては有価証券報告書の「事業等のリスク」に記載しております。
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強み：能力データの活用モデル

BIG5

小学生 中学生 高校生 高等教育 社会人

学習支援

キャリア支援

コンピテンシ
ー

バイアスデー
タ

分析

成長過程を追跡、将来の行動パターンや成果を統計的に予測

予測

短
期
的
な
価
値

長
期
的
な
価
値

個人が「教育」「学習」「金融」など人生の様々なステージでデータを利用

・自分のデバイス上で直接、ブロックチェーン技術を活用し、自分の学習歴や職歴などの情報を安全に記録・保
管

・秘密計算やゼロ知識証明を使用することで、これらの個人データを第三者に明かすことなく信頼性を証明
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■ バイアスなき多様な評価データ 1億３千万件超・100万人超*の利用実績

登録アカウント数および評価件数推移

©2024 Institution for a Global Society株式会社 50

＊評価件数＝上記アカウントが実施した他者評価件数（HR事業および教育事業の合計）
＊25項目のコンピテンシーを84問で評価。1人の被評価者に対し、最低3人が他者評価を実施する
＊ユーザー数＝登録アカウント数（HR事業および教育事業の合計）
（2024年３月末時点）



■ 独自の技術に基づく気質診断では特許取得済(特許第6161097号)の独自の診断ゲーム
で潜在的な性格診断を実施

当社独自技術① 潜在的な気質診断

測
定
方
法

わ
か
る
こ
と

「BIG5」*（補足資料参照）に基づく性格
が分かる

IAT* で潜在的な気質を測定 *IAT: Implicit Association Test 
（潜在連合テスト）

回答者本人も認識できない潜在意識を抜き出す技術。
気質（性格）測定などに利用。スマートフォンを用いた測定
に関する特許を当社が保持しており、他社は模倣ができない

• IATは社会心理学の分野において心的表象と対象物及び対象概念と
の潜在的な関連の強さを測る手法として、アンソニー・グリーン
ワルド、 デビー・マギー、ジョーダン・シュワルツによって1998
年に開発され、病床心理学、認知心理学、開発心理学の領域にも
活用が広がっている。

• 分類に要するスピードは画像イメージと概念との繋がりが強いほ
ど早く、弱いほど遅くなると考えられており、偏見、固定観念、
差別を見極めるための手法として、被検者の自己分析よりも信頼
性の高い指標と考えられている。(Poehlman et al., 2007, and the
validity reports :http://faculty.washington.edu/agg/iat_validity.htm)

• IATはその信頼性、正確性を完全に否定することが難しいほど十分
な成果を出していると考えられている。(Kang & Lane, 2010)

Against Stereotype
Project Implicit IATテストの一例

特許技術
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■ コンピテシー測定では、自己評価＋他者評価（360度評価）を独自技術で補正し、
信頼度の高い手法で25項目を測定

当社独自技術② 信頼度の高いコンピテンシー測定

東京大学やケンブリッジ大学との共同
研究によりフレームワークを開発

（ ：自己評価 ：他者評価）

1億件超の他者評価*のデータを基に、AIがデータ補正や信頼性スコアの算出を行い、
信頼性を高めている

補正前

補正後

評価データの補正
全体的にやさしい評価をする人、厳しい評価をする人など、評価
者の傾向に合わせ、評価をどの程度調整する必要があるか「評価
者を評価する」モデルを構築し、データ補正を行う自己評価（自己申告）に他者からの客

観的な評価を組み合わせ、信頼性を高
めます

自己評価 + 他者評価 +AIによる評価補正 特許技術

信頼性スコアの算出
「評価の実施日時」「回答にかかるまでの時間」「評価の得点」
などをログとして記録し、作為的な評価が行われている状況や特
徴を抽出して「信頼性スコア」を算出

＊25項目のコンピテンシーを84問で評価。1人の被評価者に対し、最低3人が他者評価を実施する
（2024年3月末時点）©2024 Institution for a Global Society株式会社 52



■ サービスの拡充により、事業領域を拡大

沿革

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

教育事業
（塾の運営）で創業

オンライン英語学習ツール
「e-Spire」の提供を開始

適正検査システム
「GROW」の提供を開始

AI評価システム
「GROW360」の提供を開始

学校・教育機関向けAI評価システム
「Ai GROW」の提供を開始

学校・教育機関向け動画コンテンツ
「GROW Academy」の提供を開始

企業向けDX推進支援サービス
「DxGROW」の提供を開始

ブロックチェーン（BC）を基礎とした
「STARプロジェクト」を開始

「ONGAESHI」プロジェクトに参画
「ONGAESHI」アプリ、リリース

「探究力測定」パッケージの提供を開始
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グローバル企業との連携や国際機関
との共同案件等積極的に海外へ展開



■ 金融業界をはじめ、幅広いバックグラウンドを持つ社内外のマネジメント人材が集結

慶應義塾大学卒業。東京銀行（現：三菱UFJ銀行）入行後、 INSEAD（欧州経営大学院）でMBA、グランゼコールHEC（パリ）で国際金融の修士

号、筑波大学で博士号を取得し、バークレーズグローバルインベスターズ（現：ブラックロック）の取締役を経て現職。

代表取締役社長 福原 正大 Masahiro FUKUHARA 

外資系PR会社でクライアントサービス責任者として300以上のサービスや商品のマーケティングPRを担当した後、オンラインメディア企業の広報及

び協会ビジネス担当執行役員を経て現職。

取締役COO 成田 忍 Shinobu NARITA

京都大学経済学部卒業。三菱銀行（現三菱UFJ銀行）に入行し、1996年に同為替資金部副部長、及び東京外国為替市場委員会議長に就任。1999年にス

タンダードチャータード銀行に入行し、同ホールセールバンキング共同代表兼グローバルマーケッツ部門長等務める。2021年に当社社外監査役に就任、

2022年に現職。

取締役 中江 史人 Fumito NAKAE

Hiroto KODA
一橋大学経済学部卒業。日本興業銀行に入行

し、2016年みずほ証券取締役副社長（代表取

締役）に就任。2018年に同社退任後、㈱イノ

ベーション・インテリジェンス研究所社長、

㈱産業革新投資機構（社外）取締役などをつ

とめる。2021年に当社社外取締役に就任。

社外取締役 幸田 博人

東京工業大学工学部機械物理工学科卒業。ベンチャー企業設立に参加し技術担当取締役や代表取締役CTOを歴任。

常勤監査役 加納 裕 Yutaka KANO

Takeshi KOBAYASHI
慶應義塾大学卒。東京銀行に入行。HEC経営大

学院（仏）でファイナンス修士号取得。格付投

資情報センター、バークレイズ・グローバル・

インベスターズなどで企業評価、資産運用、コ

ンサルティング等に従事。筑波大学大学院で博

士号（経営学）取得。名古屋商科大学ビジネス

スクール教授。2022年に当社社外監査役に就任。

社外監査役 小林 武

Sayaka HIEDA
一橋大学法学部卒業。2007年弁護士登録し半

蔵門総合法律事務所に入所。退所後、2010年

に表参道総合法律事務所に入所（現任）。

2019年に東京建物株式会社社外監査役に就任。

2021年に当社社外監査役に就任。

社外監査役 稗田 さやか

経営陣
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会社概要
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会社名 Institution for a Global Society 株式会社

所在地 東京都渋谷区恵比寿南一丁目11番2号

事業内容
AIを活用した人材評価プラットフォームを

企業や学校に提供

設立日 2010 年 5 月 18 日

資本金 97 百万円

代表者 代表取締役社長 福原 正大（創業者）

従業員数 54名（2024年3月末現在）

サービス
紹介



■将来情報に関する免責

本資料には、将来の見通しに関する記述が含まれています。これらの将来の見通しに関する記述は、
本資料の日付時点の情報に基づいて作成されています。これらの記述は、将来の結果や業績を保証す
るものではありません。このような将来予想に関する記述には、既知および未知のリスクや不確実性
が含まれており、その結果、将来の実際の業績や財務状況は、将来予想に関する記述によって明示的
または黙示的に示された将来の業績や結果の予測とは大きく異なる可能性があります。

これらの記述に記載された結果と大きく異なる可能性のある要因には、国内および国際的な経済状況
の変化や、当社が事業を展開する業界の動向などが含まれますが、これらに限定されるものではあり
ません。

■公開情報に関する免責

また、当社以外の事項・組織に関する情報は、一般に公開されている情報に基づいております。

■今後の開示

なお、今後当資料のアップデートは、毎年6月に開示する予定です。

本資料の取り扱いについて
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Institution for a Global Society 株式会社

〒150-0022
東京都渋谷区恵比寿南一丁目11番2号
TEL: 03-6447-7151 / FAX: 03-6447-7152
URL: https://www.i-globalsociety.com/

分断なき持続可能な社会を実現するための

手段を提供する。
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